
様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 

※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。

学校名 サイバー大学
設置者名 株式会社サイバー大学 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

IT総合学部 

IT総合学科 
夜 ・

通信 
14 14 13 

夜 ・

通信 

夜 ・

通信 

夜 ・

通信 

（備考） 

上記は、省令で定める基準単位数を超える科目分として、添付資料で別途提出するシ

ラバスの該当単位数を記載しています。IT 総合学部では、実務経験のある教員が担

当する専門科目を全体で 39科目 78単位分開講しています（2025年 5月 1日時点）。 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 
以下 URL のページにおける「教員情報」の欄で「実務経験のある教員が担当する専門科目

一覧」を公表しています。 

https://www.cyber-u.ac.jp/about/publication.html 

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名 

（困難である理由） 

1



様式第２号の２－②【⑵-②外部の意見を反映することができる組織への外部人

材の複数配置】 

※ 様式第 2号の２－①に掲げる法人以外の設置者（公益財団法人、公益社団法人、医療法

人、社会福祉法人、独立行政法人、個人等）は、この様式を用いること。

学校名 サイバー大学

設置者名 株式会社サイバー大学 

１．大学等の教育について外部人材の意見を反映することができる組織 

名称 外部評価委員会 

役割 

学則第２条（自己点検・評価等）第２項において、「本学は、教育研究等

の総合的な状況について、本学の教職員以外の者による検証を行うものとす

る。」と定めています。これに則り、大学等の教育について、外部人材の意

見を反映することができる組織として、「外部評価委員会」を設置していま

す。「外部評価委員会」の評価委員は、「本学以外の高等教育機関の教授等

で教育もしくは IT に関連する分野を専門としている者」、「企業人で人材

育成もしくは IT に関連する業務に精通している者」及び「本学以外の高等

教育機関の教職員で管理・運営に関わる職務に就いている者」（過去に相応

の経験を有する者を含む）と規程に定めており、選任された外部の有識者等

によって、本学の点検・評価活動の実施状況に関する評価や、授業及び大学

運営状況に関する評価を受け、その助言を教授会で報告し、教育の質向上に

活かしています。 

２．外部人材である構成員の一覧表 
前職又は現職 任期 備考（学校と関連する経歴等） 

高等教育機関の管理・運営

に関する専門家 

2024.6.1 ～

2026.3.31 

複数の高等教育機関等で管理・運

営に関わる重要な役職を歴任し

た経験を有している。 

教育分野を専門とする大学

教授 

2024.6.1 ～

2026.3.31 

国内外における成人教育に関す

る研究実績が豊富で、専門的な知

見を有している。 

（備考） 
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様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

学校名 サイバー大学

設置者名 株式会社サイバー大学 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

授業計画（シラバス）の作成においては、全科目でのシラバス記載事項

の標準化を図るため、本学では専門科目、教養科目、外国語科目の各々で、

教務主任が「シラバス作成ガイドライン」を作成して全教員に周知してお

り、各科目の成績評価配分や課題の実施方法・出題回数は、これらのガイ

ドラインに沿って科目担当教員により決定されています。 

シラバスは、すべての開講科目で学期ごとに作成され、「科目概要」「科

目目標」「履修前提条件（実務経験のある教員による授業科目であることの

説明を含む）」「期末試験実施方法」「授業時間外の学修」「成績評価配分」

「各回の授業内容」などの項目を記載し、学習管理システム内で学生がい

つでも閲覧できるようにしているほか、学外にも大学ホームページ内の「教

育情報の公表」に掲載し、4月・10月に最新情報を公表しています。 

授業計画書の公表方法 https://www.cyber-u.ac.jp/syllabus/latest/ 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

単位認定基準となる成績評価は、「サイバー大学履修規程」第 15 条にお

いて、A（90～100 点）、B（80～90点未満）、C（70～80点未満）、D（60～70

点未満）の評価を合格とし、F（60点未満）を不合格としています。 

すべての科目は、学生がシラバスに示された科目の到達目標を達成でき

たかどうかを測定するものとして、全 15回（教養科目は原則全 8回）のす

べての授業回に「小テスト」、「レポート」、「ディベート」のうちいずれか

の課題を１つ以上設置し、必ず最後に「期末試験」を行うよう授業設計さ

れています。そして、「シラバス作成ガイドライン」に規定された基準に従

って、担当教員が各々の課題による成績評価配分を百分率で決定し、科目

全体で６割以上の合格基準を満たした場合に、学期末の教授会審議を経て、

学長が単位を認定しています。 
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３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

客観的な成績評価の指標として、本学では GPA（Grade Point Average）

制度を導入し、早期卒業申請の成績基準や、成績優秀賞及び学内奨学金の

対象者判定基準、日本学生支援機構奨学金の成績基準、大学院への進学時

の推薦基準、インターンシップの参加基準などで活用しています。 

GPAの算出方法に関しては、「サイバー大学履修規程」第 15条において、

A 評価＝４ポイント、B 評価＝３ポイント、C 評価＝２ポイント、D 評価＝

１ポイント、F評価＝０ポイントと定めており、履修した単位数を分母とし

て、修得単位によるグレードポイントの平均を割り出しています。この指

標の設定に関しては、大学ホームページ内の「教育情報の公表」において

「サイバー大学履修規程」のなかで公開しています。 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 
https://www.cyber-

u.ac.jp/about/publication.html 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

本学では、卒業の認定方針として、ディプロマ・ポリシーを定め、大学

ホームページで公表しています。

適切な実施に係る取組に関しては、「サイバー大学履修規程」別表におい

て、専門科目 62 単位以上、外国語科目 12 単位以上、教養科目 24 単位以

上、その他専門・外国語・教養から共通区分として 26単位以上を履修し、

単位を修得する必要があることを定めています。 

また、専門科目については、体系的な履修順序を示した科目履修体系図

（カリキュラムマップ）を作成し、すべての開講科目とディプロマ・ポリ

シーに定める能力との対応関係を一覧で明示しています。

以上で説明した科目区分ごとの卒業要件を満たし、正科生として４年（編

入学の場合は在学すべき年数）以上在学し、124 単位以上を修得した者に

は、教授会の意見を聴いた上で、学長が卒業を認定しています。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
https://www.cyber-

u.ac.jp/about/publication.html 

4



様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 

※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。

学校名 サイバー大学

設置者名 株式会社サイバー大学 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 
https://www.cyber-

u.ac.jp/corporate/report.html 

収支計算書又は損益計算書 
https://www.cyber-

u.ac.jp/corporate/report.html 

財産目録 株式会社立大学のため該当なし 

事業報告書 
https://www.cyber-

u.ac.jp/corporate/report.html 

監事による監査報告（書） 
https://www.cyber-

u.ac.jp/corporate/report.html 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称： 対象年度： ） 

公表方法： 

中長期計画（名称： 対象年度： ） 

公表方法： 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果

公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/self-check.html 

（２）認証評価の結果（任意記載事項）

公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/self-check.html 
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（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要

①教育研究上の目的、卒業又は修了の認定に関する方針、教育課程の編成及び実

施に関する方針、入学者の受入れに関する方針の概要
学部等名 IT総合学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/） 

（概要） 

「サイバー大学学則」第 3 条第 3 項において、本学に設置する IT 総合学部 IT 総合学科

の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を定め、その内容を大学ホームペー

ジにて公表しています。本学では、IT とビジネス、両方の視点と知識・技能を兼ね備えた

「高度 IT 人材」（「ビジネスのわかる IT エンジニア」及び「IT のわかるビジネスパーソ

ン」）の育成を目指しています。

卒業又は修了の認定に関する方針 

（公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/policy.html#diploma） 

（概要） 

卒業の認定に関する方針として、学士課程修了時に学生が身に付けるべき能力等を 7 つ

の力「①IT 基礎力、②IT 実践力、③ビジネス基礎力、④課題解決力、⑤批判的思考力、⑥

コラボレーション、⑦エンゲージメント」として定義した「ディプロマ・ポリシー」を策

定しています。卒業要件単位を満たした者には、教授会の意見を聴いた上で、学長が卒業

を認定しています。ディプロマ・ポリシーは大学ホームページでの公表のほか、入学時に

学生が必修で受講する科目内、卒業研究のエントリー案内、半年に一度郵送するガイドブ

ック等で周知をしています。

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/policy.html#curriculum） 

（概要） 

学位授与に求められる体系的な教育課程の構築のため、「カリキュラム・ポリシー」を

策定し、大学ホームページで公表しています。同ポリシーに基づく教育活動を実質化する

ためのカリキュラムマップとして、本学では「科目履修体系図」を作成しており、ディプ

ロマ・ポリシーで育成する能力に沿って、すべての開講科目との対応関係を一覧に整理し

て提示しています。幅広い分野または専門特化した学びなど、個々の学生が目標とする能

力の向上に応じて段階的に適切な科目を学修できるように指導を行っています。

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/policy.html#admission） 

（概要） 

入学者の受入れに関する方針についても大学ホームページで公表するとともに、募集要

項において入学検討者に対して周知しています。本学では、「建学の理念」や「教育目的」

に則り、IT とビジネスに関わる実践的知識を身に付けたいと希望する者に広く門戸を開い

ており、入学に際しては、志望動機から学習意欲を確認し、大学での学びに必要な思考力・

判断力・表現力等を有しているか判定しています。 

②教育研究上の基本組織に関すること

公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/cu_structure.html 
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③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること
a.教員数（本務者）

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 1 人 － 1 人 

IT 総合学部 － 17 人 11 人 8 人 0 人 0 人 36 人 

－ 人 人 人 人 人 人 

b.教員数（兼務者）

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

0 人 56 人 56 人 

各教員の有する学位及び業績 
（教員データベース等） 

公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/teacher/ 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項）

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

IT 総合学部 800 人 292 人 36.5％ 4,000 人 3,726 人 93.2％ 375 人 196 人 

人 人 ％ 人 人 ％ 人 人 

合計 800 人 292 人 36.5％ 4,000 人 3,726 人 93.2％ 375 人 196 人 

（備考）本学の場合、年間の入学定員として上記の定員を学則に定めており、10 月入学者の受入れによ

って、入学定員を補充しています。 

b.卒業者数・修了者数、進学者数、就職者数

学部等名 
卒業者数・修了者数 進学者数 

就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

IT 総合学部 
546 人 

（100％） 

11 人 

（  2.0％） 

180 人 

（  33.0％） 

355 人 

（  65.0％） 

人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
546 人 

（100％） 

11 人 

（  2.0％） 

180 人 

（  33.0％） 

355 人 

（  65.0％） 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（備考） 

2025 年 3 月の卒業者数を記載。本学の場合、在学生の半数以上が社会人であるため、圧倒的多数を占

める「その他」は 355 人のうち「現職を維持」が 220 人、残りはシニアや主婦・主夫、就職希望のない者

が含まれます。就職者数には、社会人の転職者数または起業した人数も含みます。卒業生の進路について

は、大学ホームページの「学生データ」として公表しています。 

https://www.cyber-u.ac.jp/about/aspect_curriculum.html#graduate-employ  
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c.修業年限期間内に卒業又は修了する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載

事項）

学部等名 
入学者数 

修業年限期間内 

卒業・修了者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（備考） 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること
（概要） 

本学は、「多様なメディアを高度に利用」してすべての授業を実施するインターネット大学

です。各授業科目では、「授業設計書作成ガイドライン」など、コンテンツ制作の各種ガイド

ラインに沿って授業コンテンツの視聴やアクティビティに従事する時間を定め、「Q&A」で「質

疑応答」を実施します。また、3～5 肢の「設問解答」を行う「小テスト」、「添削指導」を行

う「レポート」、「学生等の意見交換の機会」を確保するための「ディベート」の各機能を学

習管理システムに搭載し、必ず毎回の授業にそのいずれかを課し、確実な授業時間の確保及び

成績評価を行っています。

授業計画（シラバス）は、すべての開講科目で作成され、「科目概要」「科目目標」「履修

前提条件（実務経験のある教員による授業科目であることの説明を含む）」「期末試験実施方

法」「授業時間外の学修」「成績評価配分」「各回の授業内容」などの項目を記載し、その内

容を大学ホームページ等で公表しています。 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること
（概要） 

単位認定基準となる成績評価は、シラバスに明示した成績評価割合に基づいて算出され、「サ

イバー大学履修規程」第 15 条に定めるとおり、A（90～100 点）、B（80～90 点未満）、C（70

～80 点未満）、D（60～70 点未満）の評価を合格とし、F（60 点未満）を不合格としています。

また、客観的な成績評価の指標として、本学では GPA（Grade Point Average）制度を導入し、

早期卒業申請の成績基準や、成績優秀賞及び学内奨学金の対象者判定基準、日本学生支援機構

奨学金の成績基準、大学院への進学時の推薦基準、インターンシップの参加基準などで活用し

ています。

ディプロマ・ポリシーに沿って卒業認定を適切に実施するため、同ポリシーとすべての開講

科目との対応関係を示した一覧表と体系的な履修順序を示した科目履修体系図（カリキュラム

マップ）を作成し、個々の学生が目標とする能力の向上に応じて段階的に適切な科目を学修で

きるようにしています。科目区分ごとの卒業要件単位の基準を満たし、正科生として４年（編

入学の場合は在学すべき年数）以上在学し、124 単位以上を修得した者には、教授会の意見を

聴いた上で、学長が卒業を認定しています。

学部名 学科名 
卒業又は修了に必要

となる単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

IT 総合学部 
IT 総合学科 124 単位 有・無 単位 

単位 有・無 単位 

8



単位 有・無 単位 

単位 有・無 単位 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 
公表方法： 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること

公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/support_facilities.html 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

IT 総合 

学部 

IT 総合 

学科 
682,000 円 100,000 円 56,000 円 

システム利用料：32,000 円/年

学籍管理料：24,000 円/年

円 円 円  

円 円 円  

円 円 円  

※本学の場合、学期ごとに履修する単位数に応じて授業料が変動。上記は 124 単位を 4 年間で均等に履修

した場合の例。（2024 年度以降の入学者は 1 単位当たり授業料 22,000 円、2023 年度以前の入学者は１単

位当たり授業料 21,000 円）

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること
a.学生の修学に係る支援に関する取組

（概要） 

インターネット学修を支援するため、本学では以下 3 つのサポートセンターを設置してい

ます。 

授業サポートセンターでは、学部の教育研究の円滑な実施に必要な職務を担い、入学から

卒業までの履修計画の策定や大学での全般的な学修方法に関する指導を担当する LA（ラーニ

ングアドバイザー）と、学習管理システム内での設問解答・添削指導・質疑応答等の教員の

補助を職務とする TA（ティーチングアシスタント）を配置して、学修支援を行っています。

学生サポートセンターでは、大学行事の案内、奨学金及び休・退学、編入学の手続き、各

種証明書発行、精神的・身体的疾患を有する学生への受講上の配慮事項の確認、ネット上の

交流の場である大学公式 SNS の運用管理等、学生生活全般に係る各種相談を受付け、支援を

行っています。 

システムサポートセンターでは、インターネット学修のためのシステム利用方法に関する

問い合わせや、受講上のシステムトラブル発生時の相談などを受付け、パソコン操作に慣れ

ていない人でも安心して受講を行えるように支援しています。 

b.進路選択に係る支援に関する取組

（概要） 

学生部内にキャリアサポートセンターを設け、学生及び卒業生からの就職・転職の相談、

エントリーシート・履歴書の添削指導、採用面接の模擬練習などを随時受付けています。学

外の人材紹介・派遣事業を営む複数企業との連携の下、新卒者向けのオンラインキャリアセ

ミナーの開催や、全学生及び中途採用向けの就職支援制度の案内、精神・発達障害のある学

生向けのオンラインキャリア個別相談会の開催などを企画実施しています。また、教育課程

内では、25 歳未満かつ未就業者向けの演習科目「就職活動実践演習」を開講し、企業が求め

る人材を理解し、自己の強みを活かしたキャリア形成の視点を指導しています。

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組
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（概要） 

学生が学生生活において心身の健康やハラスメントなどの悩みについて安心して相談でき

るように、本学では「学生相談窓口」を設置し、その支援内容や問合せ先について、学内外

で案内をしています。相談内容は、守秘義務により厳重に取り扱い、本人の承諾なしに外部

へ開示・提供することはありません。窓口では、公認心理師及び臨床心理士の専門資格を有

する学内カウンセラー（公認心理師、臨床心理士）を担当相談員として専任で配置していま

す。また、担当相談員の判断で、学外専門家とも連携して支援をしています。 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法

公表方法：https://www.cyber-u.ac.jp/about/publication.html 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（うち多子世帯） （ 人） （ 人）

11人 －

区分外（多子世帯） 0人 0人

第Ⅳ区分（理工農）

家計急変による
支援対象者（年間）

0人（　　）人

180人（　　）人

35人 41人

内
訳

第Ⅲ区分 14人 20人

（うち多子世帯） （ 人） （ 人）

（うち多子世帯） （ 人） （ 人）

第Ⅱ区分

0人第Ⅳ区分（多子世帯）

学校コード（13桁） F140310110865

（備考）

合計（年間）

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄（合計欄を含む。）について、該当する人数が1人以上10人以下の場合には、
当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載すること。

本表において、多子世帯とは大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）第４条第２項第
１号に掲げる授業料等減免対象者をいい、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分（理工農）とは、それぞ
れ大学等における修学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第２号イ～ニに掲げ
る区分をいう。

年間

180人（　　）人

後半期

171人（ 　 ）人

90人

－

学校名（〇〇大学 等）

設置者名（学校法人〇〇学園 等）

サイバー大学

株式会社サイバー大学

前半期

支援対象者数
※括弧内は多子世帯の学生等（内数）

※家計急変による者を除く。
170人（ 　 ）人

110人第Ⅰ区分
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年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 0人

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

前半期年間

（備考）

（備考）

修業年限で卒業又は修了できないことが確
定

修得単位数が「廃止」の基準に該当
（単位制によらない専門学校にあっては、履修科目の単
位時間数が廃止の基準に該当）

出席率が「廃止」の基準に該当又は学修意
欲が著しく低い状況

12人 人 人

－ 人 人

「警告」の区分に連続して該当
※「停止」となった場合を除く。

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の処分を受けたことに
より認定の取消しを受けた者の数

計

－

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したことにより認定の取消
しを受けた者の数

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

右以外の大学等

後半期

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取消しを受けた
者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより認定の取消し
を受けた者の数

19人 人 人

人 人

0人 人 人

退学 0人

３月以上の停学 0人

年間計 0人

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著しく不良である
ことについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含む。）、
高等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修業年限が２
年以下のものに限る。）

－ 人 人
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※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定の効力の停止
を受けた者の数

３月未満の停学 0人

（備考）

（１）停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の停止を受
けた者の数

修得単位数が「警告」の基準に該当
（単位制によらない専門学校にあっては、履修科目の単
位時間数が警告の基準に該当）

－ 人 人

ＧＰＡ等が下位４分の１ － 人 人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

年間 前半期 後半期

計 － 人 人

出席率が「警告」の基準に該当又は学修意
欲が低い状況

0人 人 人

（備考）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、停止を受けた者の数

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

年間 前半期 後半期

ＧＰＡ等が下位４分の１ － 人 人
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